
2016年3月11日 金属労協/ＪＣＭ

Ⅰ．集計登録組合

１．賃金 (単位：組合数)

2014年 52 52 52 100.0% 3,918 52 52 49 94.2% 1,737

2015年 53 37 37 100.0% 6,943 37 37 36 97.3% 2,801

2016年 51 51 51 100.0% 3,817

(注)　1.要求組合・回答組合には、賃金制度上、定期昇給を確保しているため、賃金を要求しない組合を含む。

　　　2.賃上げ要求・回答組合は、賃金構造維持分・定期昇給分のみを要求・回答する組合を除く。　　

２．一時金 (単位：組合数、年間月数)

2014年 52 34 16 46 39 2 2 5.16 2

2015年 53 32 19 51 38 6 5 5.35 1

2016年 51 32 18

(注)　1.業績連動方式で決定する組合は、確定した時点で「確定組合」に含める。

      2.前年との比較ができない組合があるため、「確定組合」と「前年との比較」欄の合計は異なる。

３．企業内最低賃金協定 (単位：組合数)

2014年 52 51 157,003 157,985 28 38 1,694

2015年 53 52 158,084 159,801 25 40 2,014

2016年 51 50 159,692 42

(注)　1.平均額、平均引き上げ額は、月額で協定している組合の平均。

　　　2.回答組合は、賃上げに連動して企業内最低賃金協定を引き上げる組合を含む。
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　    3.賃上げ要求額・獲得額は、ベア・賃金改善分を獲得した組合の単純平均額（算出可能な組合のみ）。
　　　　賃金構造維持分・定期昇給分を除く。

　　　4.2015年の要求・回答組合は、基幹労連で前年度に２年を１つの単位として賃金を要求・妥結済みの
　　　　組合を含まない。



Ⅱ．中堅・中小登録組合

１．賃金 (単位：組合数)

登録組合

2014年 161 161 152 94.4% 3,430 161 156 129 84.9% 1,268

2015年 169 148 144 97.3% 5,992 148 148 132 91.7% 1,862

2016年 164 160 156 97.5% 3,685

(注)　1.要求組合・回答組合には、賃金制度上、定期昇給を確保しているため、賃金を要求しない組合を含む。

　　　2.賃上げ要求・回答組合は、賃金構造維持分・定期昇給分のみを要求・回答する組合を除く。　　

２．一時金 (単位：組合数)

登録組合

上回る 同水準 下回る

2014年 161 133 26 152 102 20 15 4.75 16

2015年 169 141 27 158 80 24 41 4.89 12

2016年 164 138 23

(注)　1.業績連動方式で決定する組合は、確定した時点で「確定組合」に含める。

      2.前年との比較ができない組合があるため、「確定組合」と「前年との比較」欄の合計は異なる。
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　    3.賃上げ要求額・獲得額は、ベア・賃金改善分を獲得した組合の単純平均額（算出可能な組合のみ）。
　　　　賃金構造維持分・定期昇給分を除く。

　　　4.2015年の要求・回答組合は、基幹労連で前年度に２年を１つの単位として賃金を要求・妥結済みの
　　　　組合を含まない。
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Ⅲ．全体集計

１．賃金 (単位：組合数)

＜最終：７月末＞

2014年 3,272 規模計 2,895 2,329 80.4% 3,379 2,800 2,332 1,562 67.1% 1,320

270 223 82.6% 3,525 269 237 196 87.9% 1,469

564 482 85.5% 3,390 560 512 371 77.0% 1,280

2,124 1,629 76.7% 3,332 2,033 1,583 995 61.1% 1,291

2015年 3,283 規模計 2,732 2,223 81.4% 5,705 2,637 2,137 1,607 72.3% 1,751

207 201 97.1% 6,054 206 200 185 92.0% 2,265

487 457 93.8% 5,994 482 461 378 82.7% 1,777

2,031 1,565 77.1% 5,578 1,942 1,474 1,044 66.7% 1,631

＜同時期：３月上旬＞

2014年 3,265 規模計 2,278 1,863 81.8% 3,429

215 202 94.0% 3,522

467 418 89.5% 3,460

1,590 1,241 78.1% 3,397

2015年 3,285 規模計 2,297 1,836 79.9% 5,928

191 177 92.7% 6,191

432 386 89.4% 6,115

1,656 1,273 76.9% 5,840

2016年 3,270 規模計 2,220 1,905 85.8% 3,710

206 193 93.7% 3,628

446 419 93.9% 3,686

1,532 1,272 83.0% 3,732

(注)　1.要求組合・回答組合には、賃金制度上、定期昇給を確保しているため、賃金を要求しない組合を含む。

　　　2.賃上げ要求・回答組合は、賃金構造維持分・定期昇給分のみを要求・回答する組合を除く。　　

　　　4.電機連合の「賃上げ要求組合」および「賃上げ要求平均額」はベア方式：開発・設計基幹労働者賃金の集計。
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　    3.賃上げ要求額・獲得額は、ベア・賃金改善分を獲得した組合の単純平均額（算出可能な組合のみ）。
　　　　賃金構造維持分・定期昇給分を除く。

　　　5.2015年の要求・回答組合は、基幹労連で前年度に２年を１つの単位として賃金を要求・妥結済みの組合を
　　　　含まない。
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